
　
　

　
第34期定時株主総会招集ご通知に際しての

　

インターネット開示事項

　
　

連結計算書類の連結注記

計 算 書 類 の 個 別 注 記
(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

　
　
　

株式会社秀英予備校

　
　
連結注記および個別注記につきましては、法令および当社定款の定めに基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.shuei-yobiko.co.jp/）に掲
載することにより株主の皆様に提供しております。
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〔継続企業の前提に関する注記〕

該当事項はありません。

　

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕

　1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数……１社

連結子会社の名称……㈱東日本学院

　2. 連結子会社の事業年度に関する事項

　 連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

　3. 会計方針に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品……最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産除く)

……定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物

附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ６～10年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産

(リース資産除く)

……ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。
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　 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり

計上しております。

　一般債権

　 貸倒実績率法

　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　 財務内容評価法

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金……校舎の移転・閉鎖等に伴い発生する損失に備えるため、

移転・閉鎖等の決定した校舎について、将来発生する

と見込まれる損失額を計上しております。

　 (4) 収益の計上基準

入学売上は、入学日の属する連結会計年度に収益として計上しております。

授業料売上・講習売上は受講期間に対応して収益として計上しております。

　 (5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法……社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま

す。

② 退職給付に係る会計処理の方法……・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法に

より費用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の適用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し

ております。

③ 消費税等の会計処理方法……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し

ております。
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〔会計方針の変更〕

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適

用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類への影響は軽微であります。

〔表示方法の変更〕

(連結貸借対照表)

前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めて表示しておりました

「長期未払金」は金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しており

ます。

(連結損益計算書)

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取手数

料」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて

表示しております。

　

〔追加情報〕

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 (1) 担保に供している資産

建物及び構築物 558,847千円

土 地 1,865,979千円

　 計 2,424,826千円

　 (2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,688,001千円

１年内返済予定の長期借入金 690,451千円

長 期 借 入 金 575,326千円

　 計 2,953,778千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,675,087千円

3. 当社は、平成26年12月19日にシンジケートローン契約を締結しており、この契

約に基づく借入実行残高は次のとおりであります。

　

借入金残高 490,000千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。

借入人は、全貸付人との関係で本契約が終了し、かつ貸付人及びエージェントに

対する本契約上のすべての債務において、以下の条件を充足することを確約する。

① 平成27年３月に終了する決算期末日における連結貸借対照表の純資産の部の金

額を、52億円以上に維持すること。

② 平成28年３月に終了する決算期又はそれ以降に終了する決算期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の金額を、平成27年３月に終了する決算期の末日

又は当該決算期の直前の決算期末日における貸借対照表の純資産の部の金額の

いずれか大きい方の75％以上に維持すること。

③ 連結損益計算書上の経常損益につき、平成27年３月期以降２期連続して経常損

失を計上しないこと。

④ 連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純損益につき、平成28年３月期

以降２期連続して親会社株主に帰属する当期純損失を計上しないこと。

なお、当連結会計年度末において、当該財務制限条項に抵触しておりません。
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〔連結損益計算書に関する注記〕

　当連結会計年度において、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 金額

北海道（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

リース資産減損勘定

合計

1,433千円

91千円

23,149千円

24,674千円

神奈川県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

7,197千円

1,654千円

8,851千円

愛知県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

720千円

83千円

804千円

山梨県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

3,377千円

611千円

3,989千円

当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みによ

り売上高・収益が計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しくなった北海

道・愛知県・山梨県の３校舎について、上記資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失(29,468千円)として特別損失に計上しており

ます。また、閉鎖の意思決定をした神奈川県の１校舎について、上記資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(8,851千円)として特

別損失に計上しております。

なお、上記資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価

値は将来キャッシュ・フローが見込めないため零と算定しております。

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年06月01日 22時42分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

　1. 発行済株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(百株) 67,100 ― ― 67,100

　2. 自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式(百株) 3 ― ― 3

　3. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年6月29日
定時株主総会

普通株式 80,516 12 平成28年3月31日 平成28年6月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当金の
原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年6月29日
定時株主総会

普通株式 80,516 利益剰余金 12 平成29年3月31日 平成29年6月30日
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〔リース取引に関する注記〕

　1. ファイナンス・リース取引

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　 (1) リース資産の内容

　 有形固定資産

　 建物及び構築物、工具、器具及び備品であります。

　 (2) リース資産の減価償却の方法

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「3．会

計方針に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のとお

りであります。

　2. オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１ 年 以 内 1,416,418千円

１ 年 超 2,801,302千円

　 合計 4,217,720千円

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額

相当額及び期末残高相当額

建物及び構築物

取 得 価 額 相 当 額 2,429,273千円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 756,302千円

減 損 損 失 累 計 額 相 当 額 1,672,970千円

期 末 残 高 相 当 額 ―
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　 2. 未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 169,871千円

１ 年 超 991,778千円

　 合計 1,161,650千円

リース資産減損勘定の残高 1,014,722千円

3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失

支払リース料 246,601千円

リース資産減損勘定の取崩額 173,261千円

減価償却費相当額 2,286千円

支払利息相当額 85,392千円

減損損失 23,149千円

　 4. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　 (1) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ

る場合は残価保証額）とする定額法によっております。

　 (2) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については利息法によっております。
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〔金融商品に関する注記〕

　1. 金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等で運用し、短期的な

運転資金、校舎の新設等に伴う設備資金については銀行等金融機関からの借

入及び社債の発行により調達しております。

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、ほとんどが授業等の受講者に対す

る売上債権になりますので、顧客の信用リスクに晒されております。敷金及

び保証金は、校舎の賃貸借契約に基づく敷金保証金・建設協力金の預け入れ

によるものになりますので、家主の信用リスクに晒されております。

　営業債務である未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。短

期借入金は主に季節資金の調達によるものであります。長期借入金、ファイ

ナンス・リース取引に係るリース債務は、主として校舎新設による設備投資

に必要な資金の調達を目的としたものであります。この内一部の変動金利に

よる借入金は、金利変動のリスクに晒されております。

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制

　 ① 顧客の信用リスクの管理

当社は、債権管理規程に基づき、管理本部経理部が顧客の入金状況を確

認するとともに、毎月滞納一覧を各営業本部に開示することにより、債権

回収に努めております。また、２ヶ月以上の滞納については、一旦受講を

停止することにより、リスクの軽減を図っております。

　 ② 家主の信用リスクの管理

賃貸借契約に基づく敷金保証金・建設協力金については、管理本部人事

総務部が主要な契約先の財務状況について定期的に情報を収集することに

より、リスクの軽減を図っております。

　 ③ 市場リスクの管理

借入金につきましては、一部は金利変動のリスクに晒されておりますが、

原則、固定金利により調達しております。

　 ④ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は管理本部経理部において、適時に資金繰計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理しており

ます。
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　2. 金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含まれておりません。((注)２参照)
(単位：千円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 1,207,432 1,207,432 ―

(2) 受取手形及び売掛金 273,537 273,537 ―

(3) 敷金及び保証金(１年以内に回収

予定のものを含む)
3,404,535 3,482,615 78,079

資産計 4,885,504 4,963,584 78,079

(1) 短期借入金 2,018,001 2,018,001 ―

(2) 未払金 520,734 520,734 ―

(3) 未払法人税等 130,796 130,796 ―

(4) 未払消費税等 101,652 101,652 ―

(5) 社債(１年以内に償還予定のもの

を含む)
250,000 250,000 ―

(6) 長期借入金(１年以内に返済予定

のものを含む)
1,575,411 1,565,167 △10,243

(7) リース債務(１年以内に返済予定

のものを含む)
744,543 732,778 △11,765

負債計 5,341,138 5,319,128 △22,009
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(注)１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは概ね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(3) 敷金及び保証金(１年以内に回収予定のものを含む)

敷金及び保証金の時価の算定は、一定期間ごとに区分した差入先ごとに、

その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標で割り引いた現

在価値に信用リスクを加味して算定しております。

負 債

(1) 短期借入金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(5) 社債(１年以内に償還予定のものを含む)、(6) 長期借入金(１年以内に返

済予定のものを含む)、(7) リース債務(１年以内に返済予定のものを含む)

これらの時価については、元利金の合計を、新規に同様の社債発行、借入

または、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

長期未払金 700,194

長期未払金については、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給に係る

債務でありますが、当該役員の退職時期が特定されておらず時価の算定が困難

なため、記載しておりません。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年06月01日 22時42分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



〔退職給付に関する注記〕

　1. 採用している退職給付制度の概要

　 (1) 採用している退職給付制度

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制

度を設けております。また従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があ

ります。

連結子会社は退職一時金制度を設けております。

　 (2) 制度別の補足説明

　 ① 退職一時金制度

　 退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

　 ② 確定給付企業年金制度

　平成12年９月に退職一時金制度の50％を適格退職年金制度に移行し、平成

21年４月に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度に移行しております。

　2. 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 1,256,826千円

勤務費用 154,690千円

利息費用 8,652千円

数理計算上の差異の発生額 △9,684千円

退職給付の支払額 △105,524千円

退職給付債務の期末残高 1,304,960千円

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 766,406千円

期待運用収益 11,496千円

数理計算上の差異の発生額 △1,492千円

事業主からの拠出額 65,267千円

退職給付の支払額 △50,795千円

年金資産の期末残高 790,881千円
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給

付に係る負債の調整表

積立型制度の退職給付債務 640,444千円

年金資産 △790,881千円

△150,437千円

非積立型制度の退職給付債務 664,516千円

連結貸借対照表に計上された負債の純額 514,078千円

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 154,690千円

利息費用 8,652千円

期待運用収益 △11,496千円

数理計算上の差異の費用処理額 △80,395千円

過去勤務費用の費用処理額 △9,445千円

確定給付制度に係る退職給付費用 62,005千円

　

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおり

であります。

過去勤務費用 △9,445千円

数理計算上の差異 △72,202千円

合計 △81,648千円

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のと

おりであります。

未認識過去勤務費用 36,996千円

未認識数理計算上の差異 252,283千円

合計 289,279千円

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

株式 35％

債券 63％

その他 2％

合計 100％
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② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待され

る長期の収益率を考慮しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

① 当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.7％

長期期待運用収益率 1.5％

　

② その他の重要な計算基礎

予想昇給率は、平成25年３月31日を基準日として算定した年齢別昇給支給

指数を使用しております。
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〔税効果会計に関する注記〕

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動資産

（繰延税金資産）

未 払 事 業 税 22,204千円

未 払 事 業 所 税 16,535千円

賞 与 引 当 金 46,849千円

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 7,280千円

そ の 他 12,514千円

　繰 延 税 金 資 産 小 計 105,384千円

　評 価 性 引 当 額 △105,384千円

　繰 延 税 金 資 産 合 計 ―

固定資産

（繰延税金資産）

退 職 給 付 に 係 る 負 債 242,481千円

減 損 損 失 1,183,798千円

資 産 除 去 債 務 186,125千円

長 期 未 払 金 209,988千円

繰 越 欠 損 金 1,275,693千円

そ の 他 34,065千円

　繰 延 税 金 資 産 小 計 3,132,152千円

　評 価 性 引 当 額 △3,092,439千円

　繰 延 税 金 資 産 合 計 39,713千円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △40,163千円

そ の 他 △18,389千円

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △86,948千円

　繰 延 税 金 負 債 合 計 △145,501千円

　繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △105,787千円
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 30.2％

　 (調整)

　 住民税均等割等 13.8％

　 評価性引当額の増減 △29.6％

　 その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 14.9％

〔賃貸等不動産に関する注記〕

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 692円06銭

１株当たり当期純利益 52円70銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

該当事項はありません。
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〔継続企業の前提に関する注記〕

該当事項はありません。

　

〔重要な会計方針〕

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式……移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品……最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産除く)

……定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物

附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ３～47年

構 築 物 10～20年

機械及び装置 　 10年

車 両 運 搬 具 　 ６年

工具、器具及び備品 ２～15年

② 無形固定資産

(リース資産除く)

……ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下のとおり

計上しております。

　一般債権

　 貸倒実績率法

　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　 財務内容評価法

② 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額

のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金……・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（７年）による定額法により費

用処理しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金……校舎の移転・閉鎖等に伴い発生する損失に備えるため、

移転・閉鎖等の決定した校舎について、将来発生する

と見込まれる損失額を計上しております。

(4) 収益の計上基準

入学売上は、入学日の属する事業年度に収益として計上しております。

　授業料売上・講習売上は受講期間に対応して収益として計上しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法……社債発行費

社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま

す。

② 退職給付に係る会計処理……退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去

勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類における

これらの会計処理と異なっております。

③ 消費税等の会計処理方法……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用し

ております。
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〔会計方針の変更〕

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用

し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法

を定率法から定額法に変更しております。

なお、当事業年度において、計算書類への影響は軽微であります。

〔表示方法の変更〕

(貸借対照表)

前事業年度において、「固定負債」の「その他」に含めて表示しておりました「長

期未払金」は金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

〔追加情報〕

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号

平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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〔貸借対照表に関する注記〕

　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 (1) 担保に供している資産

建 物 558,847千円

土 地 1,865,979千円

　 計 2,424,826千円

　 (2) 担保に係る債務

短 期 借 入 金 1,688,001千円

１年内返済予定の長期借入金 690,451千円

長 期 借 入 金 575,326千円

　 計 2,953,778千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,594,677千円

3. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表記されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額

は、次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 1,241千円

4. 取締役に対する金銭債務 700,194千円

　

〔損益計算書に関する注記〕

１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

　営業取引（収入分） 17,398千円

　営業取引以外の取引（収入分） 173,491千円
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２．減損損失

当事業年度において、以下の資産グループにおいて減損損失を計上しておりま

す。

場所 用途 種類 金額

北海道（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

リース資産減損勘定

合計

1,433千円

91千円

23,149千円

24,674千円

神奈川県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

7,197千円

1,654千円

8,851千円

愛知県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

720千円

83千円

804千円

山梨県（１校舎） 校舎

建物及び構築物

工具、器具及び備品

合計

3,377千円

611千円

3,989千円

当社は、校舎を単位としてグルーピングしております。国内経済の落ち込みによ

り売上高・収益が計画を下回っており、十分な生徒数の確保が難しくなった北海

道・愛知県・山梨県の３校舎について、上記資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失(29,468千円)として特別損失に計上しており

ます。また、閉鎖の意思決定をした神奈川県の１校舎について、上記資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(8,851千円)として特

別損失に計上しております。

なお、上記資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価

値は将来キャッシュ・フローが見込めないため零と算定しております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(百株) 3 ― ― 3
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〔リース取引に関する注記〕

　1. ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　(1) リース資産の内容

有形固定資産

　建物、工具、器具及び備品であります。

　(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「(2)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

　2. オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１ 年 以 内 1,415,998千円

１ 年 超 2,801,302千円

　 合計 4,217,300千円

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額

建 物

取 得 価 額 相 当 額 2,429,273千円

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 756,302千円

減 損 損 失 累 計 額 相 当 額 1,672,970千円

期 末 残 高 相 当 額 ―

　 2. 未経過リース料期末残高相当額等

　 未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以 内 169,871千円

１ 年 超 991,778千円

　 合計 1,161,650千円

リース資産減損勘定の残高 1,014,722千円
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3. 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支

払利息相当額及び減損損失

支払リース料 246,601千円

リース資産減損勘定の取崩額 173,261千円

減価償却費相当額 2,286千円

支払利息相当額 85,392千円

減損損失 23,149千円

　 4. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　 (1) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めが

ある場合は残価保証額）とする定額法によっております。

　 (2) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっております。
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〔税効果会計に関する注記〕

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動資産

（繰延税金資産）

未 払 事 業 税 22,204千円

未 払 事 業 所 税 15,962千円

賞 与 引 当 金 43,486千円

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 7,280千円

そ の 他 12,022千円

　繰 延 税 金 資 産 小 計 100,955千円

　評 価 性 引 当 額 △100,955千円

　繰 延 税 金 資 産 合 計 ―

固定資産

（繰延税金資産）

退 職 給 付 引 当 金 229,062千円

減 損 損 失 1,183,798千円

資 産 除 去 債 務 185,245千円

長 期 未 払 金 209,988千円

繰 越 欠 損 金 1,270,278千円

そ の 他 56,196千円

　繰 延 税 金 資 産 小 計 3,134,568千円

　評 価 性 引 当 額 △3,094,854千円

　繰 延 税 金 資 産 合 計 39,713千円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △39,713千円

そ の 他 △18,389千円

　繰 延 税 金 負 債 合 計 △58,102千円

　繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △18,389千円
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 30.2％

　 (調整)

　 住民税均等割等 16.1％

　 評価性引当額の増減 △31.0％

　 その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.9％

〔関連当事者との取引に関する注記〕

種類
会社等の
名称

所在地 資本金
事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額 科 目 期末残高

子会社
株式会社
東日本学院

福島県
郡山市

10,000
千円

学習塾・
予備校

所有直接
100％

役員の兼
任３名

校舎設備
の賃貸

173,491
千円

前受収益
　

15,532
千円

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針
校舎設備の賃貸条件については、一般の取引条件と同様に決定しております。

　

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 661円91銭

１株当たり当期純利益 44円54銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

該当事項はありません。
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